[image: image1.jpg]



 　平素から市税について格別のご理解とご協力をいただき厚く御礼申し上げます。
償却資産を所有されている方は、地方税法第３８３条＊の規定により、毎年１月１日現在（賦課期日）所有の償却資産について、資産が所在する市町への申告が義務付けられています。

つきましては「申告の手引」をご参照の上、申告いただきますようお願いいたします。

　　　
償却資産とは？
　　固定資産税が課税される償却資産とは、土地及び家屋以外で

事業の用に供することができる資産のことです。会社や個人

で工場や商店を経営、または漁業や農業に携わっている方で、
その事業のために用いることができる機械・機具・備品等の

資産について、申告が必要になります。　
　
○地方税法３８３条（固定資産の申告）

　固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者は、総務省令の定めるところによって毎年１月１日現在における当該償却資産について、その所在、種類、数量、取得時期、取得価格、耐用年数、見積価格その他償却資産課税台帳の登録及び当該償却資産の価格の決定に必要な事項を１月３１日までに当該償却資産の所在地の市町村長に申告しなければならない。　



１．申告について
　（１）申告していただく方

　　毎年1月1日現在で、鹿島市内において事業用の償却資産を所有している方

　
（２）申告期限

　　毎年1月末日
　　※申告が遅れた場合、年度途中で税額を変更する場合がありますので、お早めにご提出下さい

　
（３）提出書類

　　◆初めて申告される方
　　鹿島市役所の税務課に申告書の様式がありますので、ご連絡いただくか、市のホームページの「くらしのガイド」の固定資産税から、「償却資産」を検索してダウンロードをお願いします。

　　　
◆毎年申告されている方
　　12月ごろ、税務課より現在の申告内容を記載した申告書及び明細書をお送りしますので、変更分（増加・減少等）を記載の上、提出をお願いします。
※全国統一の様式の記載事項の全てを満たしている場合は独自の様式での申告ができます
　　
　（４）申告にあたっての注意点

①前年度と資産の状態が変わらない場合でも、申告が必要です

②廃業・解散等の時もその旨記載の上、申告が必要です

　　　③前年度において免税（課税標準額が１５０万円未満）の場合や、本年度が免税になると思われる場合でも、申告が必要です
　　　④申告年の1月1日取得の資産は申告年から記載が必要ですので、注意して下さい

　　　⑤リース資産の納税義務者は、原則としてその資産の所有者であるリース会社になり、リース会社に申告義務が生じます。

２．申告の記載について
（１）申告の対象となる資産について

　①１月１日現在で事業の用に供することができる資産
②償却済み（耐用年数が経過したもの）資産でも事業の用に供されているもの
　　　③一時的に未稼働・遊休の状態にある資産でも、いつでも稼働しうる状態にあるもの
　　　④取得価格が２０万円未満でも、個別償却している資産

　　　⑤租税特別措置法の規定による中小企業等の少額資産の損金算入特例を適用した資産
[主な資産例]
	構築物
	煙突・鉄塔・岸壁・路面舗装・ガス設備・緑化設備・ビニールハウスなど

	機械及び装置
	動力配電設備・印刷設備・製造機械・冷凍、冷蔵用設備など

	船舶
	漁船・油そう船・貸しボート・遊覧船など

	航空機
	飛行機・ヘリコプター・グライダー

	車両及び運搬具
	構内運搬車・フォークリフト・リヤカー・大型特殊自動車など

	工具・器具・備品
	机・椅子・ロッカー・テレビ・エアコン・パソコン・電話・看板など


[業種別の主な償却資産の例]
	共通のもの
	駐車場設備、舗装路面、緑化設備、庭園、門扉、外溝、外灯、受変電設備、ネオンサイン、広告塔、看板、事務机、椅子、応接セット、ロッカー、エアコン、パソコン、コピー、テレビ、金庫、レジスター、消火器など

	小売店
	商品陳列ケース、自動販売機、冷蔵庫、ショーウインドーなど

	喫茶店飲食店
	厨房設備、カラオケセット、ステレオ、カウンター、タオル蒸し器、製麺機など

	理容・美容業
	理容椅子、洗面設備、タオル蒸し器、ドライヤー、パーマ機、サインポールなど

	クリーニング業
	洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ビニール包装設備、排給水設備など

	病院等
	医療機器（ベット、手術台、心電計、X線装置など）、CTスキャン、薬品戸棚など

	不動産賃貸業
	駐車場舗装、フェンス、ごみ置場、自転車置場、ルームエアコンなど

	駐車場業
	柵、照明灯の電気設備、駐車設備など

	パチンコ店
	パチンコ台、パチスロ台、ゲームマシン、両替機、屋外駐車場など

	建設業
	ブロックゲージ、トランスショッパー、大型特殊自動車、ブルドーザー、

	ガソリン給油所
	ガソリン計量器、リフト、地下タンク、コンプレッサー、充電器など

	自動車整備業
	施盤、プレス、ホーニング、プレス、シャーリング、溶接機、検査工具など

	食肉・鮮魚販売
	冷蔵庫、陳列ケース、肉切断機、挽肉機、ポンプなど

	ホテル・旅館業
	自家発電装置、放送設備、接客用備品など

	製造業
	金属製品製造設備、食料品製造設備、施盤、ボール盤、梱包機など

	農業
	噴霧機、播種機、耕運機、ビニールハウス、選果機、精米機、農機具など

	漁業
	漁船、海苔すき機、海苔乾燥機、冷蔵庫など


　（２）申告の対象とならない資産について
①自動車税・軽自動車税の対象となるもの

②無形減価償却資産（漁業権、特許権など）・繰延資産
　　　③耐用年数が一年未満または取得価格が１０万円未満で一時に損金算入しているもの
　　　④取得価格が２０万円未満の資産を税務会計上３年間で一括償却しているもの

　　　⑤器具、備品類で一般的に償却資産となりうるものであっても、購入後、倉庫に保管されている、いわゆる貯蔵品は、「棚卸資産」に該当し、償却資産に該当しない

　（３）建築設備における償却資産と家屋の区分

　　家屋の建築設備については、償却資産と家屋の判別が困難な場合が多いので、下記の点に注意

して申告してください。

　

①償却資産の申告対象となるもの

　　・単に移送を防止する程度に家屋に取り付けられたもの

　　・独立した機器としての性格の強いもの

　　・特定の生産業務の用に供されるもの

　　・賃借人が施工した内装造作等建築設備
　　②家屋の評価に含めるもの

　　・家屋の所有者が取り付けた建築設備で、通常家屋と構造上一体となってその効用を高める

もの

[建築設備における家屋と償却資産の区分例]

	設備の種類
	償却資産とするもの
	家屋に含めるもの

	発変電設備
	自家発電、受変電設備（配線等含む）
	―

	電灯照明設備
	ネオンサイン、投光機、屋外照明設備
	配線

	電話設備
	電話機・交換機等の装置、器具類
	

	インターホン設備
	インターホン、アンプ等の装置器具類
	

	電気時計設備
	時計、配電盤等の装置、器具類
	

	火災報知装置
	屋外の装置（配線等含む）
	屋内の装置（配線等含む）

	消火装置
	局所式給湯設備
	中央式給湯設備

	給排水・ガス設備
	特定の生産または業務用設備（配管等含む）
	左記以外の設備

	冷暖房装置
	ルームエアコン
	家屋と一体になっている設備

	厨房設備・洗濯設備
	顧客の求めに応じるサービス設備
	サービス設備以外の設備

	運搬設備
	工場用ベルトコンベア、垂直型連続運搬装置、生産ライン用リフトなど
	エレベーター、リフト、エスカレーター装置

	簡易間仕切
	床から天井まで達しない程度のもの
	床から天井まで達する程度のもの


（４）申告書の記載方法について
　　　①申告前年1月2日から申告年1月1日迄に異動（増加・減少）した資産のみを記載する方法と、申告年1月1日現在所有する資産の全部を記載する方法の2種類があります

　　　②種類別明細は一品ごとに記載をお願いします

　　　③資産を共有で所有されている場合は、別途「代表者○○外○名」という名義での申告が必要になります。その場合、取得価格については全体額で記載して下さい。

　
　（５）取得価格について
　　　①購入された資産については、その購入代価（付帯費の額を含む）
　　　②自己の製作、製造等に係る償却資産については、そのために要した原材料費、労務費及び経費の額（付帯費の額を含む）

　　　※圧縮記帳の制度は、固定資産税では認められていません（圧縮前の取得価格）
　（６）非課税となる資産
　　　地方税法第34８条第２項の規定に該当する償却資産は非課税となりますが、償却資産の申告は必要ですので、忘れずに申告をお願いします

　（７）課税標準の特例を受ける資産

　　　地方税法第349条の３及び同法附則第１５条各項の規定に該当する資産を取得された場合は、種類別明細書の摘要欄に記載をお願いします。
（８）無申告または虚偽の申告をされた場合
　　　　正当な理由がなく申告をされない場合は、地方税法３８６条の規定により過料を科せられるほか、同法第３６８条の規定により不足額に加えて延滞金を徴収されることがあります。
　　　　また、虚偽の申告をされた場合には、同法３８５条の規定により罰金等を科せられることがあります。なお、平成１８年度から地方税法３５４条の２の規定により国税資料の閲覧が可能になりましたので、国税資料等に基づき推計課税を行う場合があります。
　３．償却資産のキーワード

　

　　　○課税標準額…固定資産課税台帳に登録された価格を言います
　　　　　※評価額の下限は取得価格の１００分の５となります。

　　　
○免税点…同一人が鹿島市内に所有する償却資産の課税標準額の合計が１５０万円に満たない場合は固定資産は課税されません。

　　
　○税率…鹿島市における固定資産の税率は1.5％です。

　　　　　　　課税標準額　×　税率（1.5％）　＝　税　額
４．申告書及び明細書の記入例

　　

　　記入例を参照いただき、記入漏れのないようお願いいたします。

　　
申告書提出期限は、毎年1月末日です。


※前年度と比較し、〝資産の増減がない〟場合も必ず申告してください。


※事業継承、市外転出、廃業の場合もその旨を記入し、提出してください。





２．提出方法　　「郵送」「税務課窓口へ持参」「�EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(エルタックス),eLTAX)�による電子申告」





＊注　平成２０年税制改正における耐用年数省令の一部改正により、耐用年数が変更になった資産がある場合は、変更内容を記入してご申告ください。





【お問い合わせ・提出先】〒８４９－１３１２　佐賀県鹿島市大字納富分２６４３－１





　　　　　　　鹿島市役所　市民部　税務課


　　　　　　　　　（鹿島市役所　１階　税務課窓口）　　　　　


　　　　　　　　　電話　０９５４（６３）２１１８
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